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このインフォーマル会議の議長は米国が担当し、副

議長は交通安全環境研究所の職員が務めている。日本

や欧州は既に定められている、WP29 のガイドライン

をベースに基準化を進める方針を取ったが、米国がこ

れに難色を示している。当初の予定では、2014 年 9
月までに UN-GTR 案を作成する予定であったが、活

動が一次中断している状態である。 
 このような状況下で、欧州が、既に存在するガイド

ラインに近い形で1958年協定の下にUN-Rを先に整

備する、という提案を行った。日本としては、UN-GTR
と UN-R の内容を整合させるべきという基本方針を

取っており、仮に UN-GTR が後から成立した場合は、

その内容を UN-R に反映させることを条件に、議論に

参加している。現在、UN-R 案がほぼまとまった段階

である。 
２．７．安全一般（GRSG） 
間接視界の現行基準である UN-R46 では光学的な

後写鏡の代替として電子カメラを用いたモニタシス

テム（CMS; Camera Monitor Systems)を用いること

が認められていない。しかし、デザイン性の向上、空

気抵抗の改善、視線移動の最小化等が期待されること

から、CMS の代替使用を検討するカメラモニタイン

フォーマルグループが設置された。交通安全環境研究

所は車室内のモニタ画面の設置位置、夜間の見え方等

の評価を行って議論に反映させた（図５）。現在、基

準案がほぼまとまって WP29 での承認を待っている

状態である。 

衝突時などの緊急時に車両の現在位置を自動発信

し、消防等による救助を容易にするための自動緊急連

絡システム（AECS; Automatic Emergency Call 
Systems）の基準作成についてロシアから提案があり

インフォーマルグループが立ち上げられた。発信トリ

ガーの方法、車両からコールセンタへ送信する情報

（MSD; Minimum Set of Data）の内容と取り扱い、

自動緊急連絡装置の試験方法及び通信衛星の利用方

法を議論している。特に、衛星測位システムや通信イ

ンフラについては国家間で差異があり、車両基準の国

際調和での関係整理が課題である。 

 
３．今後の展望 

交通安全環境研究所は、研究成果の提供だけでな

く、議長、副議長、事務局として基準作成のためのイ

ンフォーマルグループの運営に深く関わるなど様々

な活動を通じ、UN-R、UN-GTR の作成あるいは改訂

に積極的に協力している。引き続きこの体制を維持す

る。また、自動車審査における国際連携の強化のため

に自動車審査部職員が基準と認証の国際調和活動に

継続して参画する体制を取るとともに、国際基準の試

験手法等に係る知見を審査に活用していく。 

自動車安全関係では、自動運転が今後の活動のキー

ワードになるであろう。10km/h超での使用が禁止され

ている自動操舵に関する規則の改定が当面の課題で

あるが、今後様々な自動運転技術の基準化が図られる

と思われる。また、カメラモニタ、自動緊急連絡シス

テムのように高度に電子化された機器の認証に関す

る議論が増えると予想される。 

環境関係では、今まで主たる対象であった、エンジ

ン燃焼に由来する排気管からの大気汚染物質だけで

無く、ブレーキ粉塵、内装材からのシックハウス症候

群物質など新たな有害物質が検討の対象となってき

ている。水素や他のガス燃料を用いた代替燃料自動車

の排出ガス、燃費基準や電気自動車に関わる環境性能

の議論など、従来の枠組みではとらえきれない課題が

増加する気配である。 

現在、日本の提案で、国際的な車両全体を対象とし

た型式認可の相互承認制度（IWVTA）の整備が進め

られている。排出ガス、燃費基準を IWVTA 認証項目

として整備する活動に協力するとともに、国連の動き

に対してすみやかに対応できるよう自動車審査体制

の充実が望まれている。 

図５ カメラモニタ画面の配置に関する意見集約 
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自動車審査部   佐竹 克也 
 
 

１．はじめに 
自動車を購入し使用する際は、その自動車が安全・

環境上の基準に適合していることを、運輸支局にて行

われる検査により確認することになっています。この

検査を効率的に行うため、自動車及び自動車装置（以

下｢自動車等」という）について、生産段階で安全・

環境基準に適合していることを確認する型式指定制

度が設けられています。 
自動車審査部は、この型式指定制度の業務の一環と

して、販売が予定されている自動車について、申請に

より安全・環境基準の適合性の審査をサンプル車によ

り行うわが国唯一の機関です。 
審査の目的は、安全・環境基準に適合しない自動車

が市場に出回ることを防止することにあり、審査の実

施に当たっては、厳正かつ公正に行う必要があります

が、併せて、自動車が技術革新の進展が著しく、また

国際的な流通を念頭に置いた商品であることに鑑み、

合理的に行うことも重要です。 
審査を合理的に実施する１つの取り組みとして、安

全・環境基準や認証制度の国際調和があり、ここでは、

自動車の国際基準調和に向けた取り組みに言及しつ

つ、昨今の自動車審査部の取り組みを概説します。 
 

２．業務実績 

平成２６年度に自動車審査部が行った審査業務の

実績については、自動車（車両）にあっては新規申請

及び変更申請合わせて３９５３型式、自動車装置にあ

っては新規申請及び変更申請合わせて４９３型式と

なっています（図１参照）。 
また、メーカーの設計・開発をより円滑に進めるた

め、審査業務に先立ち、試験等を行う先行受託試験に

ついては、平成２６年度は２２５件（対前年度比７８

件増）の受託があり、積極的な活用が進んでいます。   

□よく活用された試験を例示しますと、前面衝突時の

乗員保護試験、灯火器取付試験、排出ガス・燃料消費

率試験、騒音試験、諸元測定試験、となります。 
さらに、車両等の型式認定相互承認協定（いわゆる

１９５８年協定）に基づく、日本政府による装置型式

指定認可証の（Ｅ４３）発行については、概ね国内で

使用される突入防止装置及び大型後部反射器を除く

と、平成２６年度は１０７件（対前年度比４１件増）

と、積極的な利用が進んでいます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

３．国際基準調和に向けた取り組み 

国際基準調和の取り組みについては、いわゆる１９

５８年協定に基づく国連協定規則（ＵＮ規則）、及び、

車両等の世界的技術基準協定（いわゆる１９９８年協

定）に基づく世界統一技術規則（ＧＴＲ規則）が、日

本の安全・環境基準として採用された場合、自動車審

査部では、基準に基づく試験の詳細な取扱いを定めた

試験規程（いわゆるＴＲＩＡＳ）を定め、厳正かつ公

正な業務を実施しています。 
昨今の国際基準調和の取り組み状況として、ＵＮ規

則・ＧＴＲ規則を直接引用することなったＴＲＩＡＳ

を念頭に、以下に紹介します。 
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□□□□□□□３．１．予防安全関係 

 ブレーキについて、乗用車及びトラック・バスともに、

平成２６年度にそれぞれＵＮ規則の直接引用に係るＴＲ

ＩＡＳを制定しました。平成２７年度上半期までに５４

件の試験を行うとともに、装置型式指定認可証（Ｅ４３）

が１５件発行されています。 

 大型車を対象とした衝突被害軽減ブレーキ及び車線

逸脱警報装置について、平成２５年度にそれぞれＵＮ規

則の直接引用に係るＴＲＩＡＳを制定し、平成２７年度

上半期までにそれぞれ５件及び７件の試験を行いまし

た。  

 かじ取り装置について、平成２６年度にＵＮ規則の

直接引用に係るＴＲＩＡＳを制定しました。平成２７

年度上半期までに試験の実績はありませんが、今後の実

用化に向けた動きが見込まれる自動運転とも関わり

のある試験であり、今後の活用が期待されます。 

 電磁両立性について、平成２４年度にＵＮ規則の直

接引用に係るＴＲＩＡＳを制定し、平成２７年度上半

期までに３４件の試験を行うともに、装置型式指定認

可証（Ｅ４３）が９件発行されています。また、自動

車試験場において、試験実施のための施設を平成２７

年度末までに完成させるべく整備を進めています。

（図２参照）。 

 

図２ 電磁両立性試験施設の一例 

（(株)広島テクノプラザ殿の施設） 

３．２ 衝突被害軽減関係 

 歩行者保護について、日本提案の脚部インパクター

を取り入れたＵＮ規則直接引用に係るＴＲＩＡＳを平

成２６年度に制定しました。平成２７年度上半期まで

の試験の実績はありませんが、取り入れられたインパ

クターは人体忠実性のよいものであることから、今後

の活用が期待されます。          ・・・ 

水水素ガス燃料装置及び水素ガス衝突燃料漏れにつ

いて、燃料電池自動車の一層の普及を念頭に、ＧＴＲ

規則の直接引用に係るものとしては最初となるＴＲ

ＩＡＳを平成２６年度に制定しました。２７年度上半

期までにそれぞれ１件の試験を行っています。水素社

会の実現に向けた動きに伴い、今後の活用が期待され

ます。 

３．３ 環境関係 

騒音については、二輪車にあっては、平成２４年度

にＵＮ規則の直接引用に係るＴＲＩＡＳを制定し、平

成２７年度上半期までに３５件の試験を行いました。

また、四輪車にあっては、本年７月の中央環境審議会

の答申等を踏まえ、ＵＮ規則の直接引用に係るＴＲＩ

ＡＳを平成２８年に制定する方向で、調整を進めるこ

ととしています。 

排出ガス・燃費関係については、規制値が関係する

ＵＮ規則の直接引用は行われていませんが、ＧＴＲ規

則における試験走行モードについて、平成２６年度に

ＲＭＣ（Ramped Modal Cycle：世界統一特殊自動車排

出ガス試験法における定常試験サイクル）に関するＴ

ＲＩＡＳ、平成２７年度にＷＨＤＣ（Worldwide 

harmonized Heavy Duty Certification procedure：

世界統一重量車排出ガス試験法）による排出ガス測定

及びＷＭＴＣ（Worldwide Motorcycle emissions Test 

Cycle：世界統一二輪車排出ガス試験法）による燃料

蒸発ガス測定に関するＴＲＩＡＳを、それぞれ制定し

ました。 

また、ＷＬＴＰ（Worldwide harmonized Light 

vehicles Test Procedure：乗用車等の国際調和排出

ガス・燃費試験法）にあっては、概ね検討が終了し、

来年にもＧＴＲ規則として定められる状況にあるこ

とから、本年２月の中央環境審議会の答申等を踏ま

え、排出ガス測定に係るＴＲＩＡＳを平成２８年に制

定する方向で、調整を進めることとしています。 

 

４．まとめ 

 国際基準調和活動は、認証業務において新しい基準

が活用されることにより初めてその成果が上がるこ

ととなります。 

 自動車審査部では、国際調和された保安基準告示の

公布を踏まえ、遅滞なくＴＲＩＡＳの制定を行い、新

しい基準での試験をより早く、より多く行うことによ

り、国際基準調和活動の成果がより上がるよう、引き

続き積極的な取り組みを進めてまいります。 
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１．まえがき 

 リコール技術検証部は、平成 18 年 5 月の道路運

送車両法等の改正に伴い当研究所に設置され、国土

交通省からの指示により、同省がユーザー等から収

集した自動車の不具合・事故に関する情報や自動車

メーカー等から得た情報についてリコールに該当す

る可能性があるか否か、また、自動車メーカー等が

同省に届け出たリコールの内容が適切か否かに関し

て、技術検証を行っている。加えて、場合により同

省の担当官に同行して、事故・火災の現地調査等も

実施している。 
 本稿では、昨年度に引き続き、平成 26 年度にお

けるリコール技術検証業務の実施状況として、事

故・火災情報等の傾向について紹介するとともに、

当該年度に技術検証を終了した事案に係る不具合原

因の傾向及び不具合事例について、要因別に概説す

る。また、同年度に市場への注意喚起を行った事例

として、国土交通省からの受託調査として実施した

「雪道走行時の不安定挙動」につながるおそれのある

タイヤの不適切使用に関する調査結果の概要につい

ても紹介する。 
 
２．自動車不具合情報、事故・火災情報の状況 

２．１．不具合情報の処理状況 

 自動車の構造・装置に起因する不具合の疑いがあ

るとして国土交通省に報告される情報には、ユーザ

ー及びメーカーからの不具合情報のほか、メーカー

からの事故・火災情報や他省庁からの情報などがあ

り、当部では、これらの情報について予備的な分析

作業を行っている。平成 26 年度に処理を行った件

数は約 9,100 件であり、前年度と比べて４%程度増

加した。その内訳を表１に示す。なお、表中(※)は
平成 26 年１月～12 月までの間の件数、その他は平

成 26 年４月～27 年３月までの間の件数を表す。 
 

表１ 平成 26年度における不具合情報の処理件数 

不具合情報数

ユーザーからの不具合情報 2,843
メーカーからの事故・火災情報※ 1,654

メーカーからの不具合情報※ 3,990

警察からの通報 312

消費者庁からの通報 320

その他（消防等からの通報） 171

合 計 9,119
 

 

２．２．事故・火災情報等の装置別及び原因別傾向 

 自動車メーカー等から報告された自動車の構造・

装置に起因した事故・火災情報のうち、装置名及び

原因が判明した 912 件について、装置別及び原因別

に分析した結果を図１に示す。装置別では、原動機

及び制動装置が事故・火災原因の上位を占めている。

原因別では、各装置とも点検・整備が原因となるこ

とが多いが、それ以外には、原動機や制動装置では

特殊な使用状況、保安・灯火装置では社外品・後付

装置の使用が原因となる事例も多くみられる。全体

として、点検・整備や使用状況に関連する要因が 6
割以上を占めており、これら事故・火災の未然防止

のためには、ユーザーや整備事業者への注意喚起も

重要であることがわかる。 
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図１ 事故・火災情報の装置別及び原因別傾向 


